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事 業 報 告 書 

 

Ⅰ．会社の現況に関する事項 

 

１． 事業の経過および成果 

 

2024 年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症からの社会的・経済的な 

回復が概ね定着し、個人消費やインバウンド需要の持ち直しが見られました。 

一方で、依然として内外の不確実性が企業活動に影響を及ぼし続けています。 

 

世界情勢においては、ロシア・ウクライナ戦争や中東地域の地政学的リスクに 

加え、トランプ政権の復活により為替や資源価格が不安定に推移しました。 

 

国内に目を向けると、慢性的な人手不足に加え、電力・物流コストの上昇、 

さらには米をはじめとする食料品の価格高騰に対する消費者の慎重な購買姿勢が、 

景気回復の足取りを鈍らせています。また、気候変動による生産不安や、円安に 

伴う輸入コストの増大も引き続き大きな課題となりました。 

 

このような環境の下、当社の 2024 年度の業績は売上高・最終利益ともに 

概ね前年並みとなりました。ただし、昨今のインフレ傾向を踏まえると、 

売上高は十分とは言えず、一品ごとの利益率の見直しによって激増する経費を 

なんとか吸収した形となりました。 

 

部門毎に見ると、卸売部門では秋鮭・昆布・梅干・海苔などの主力商品の 

歴史的な不漁・不作により調達面で大きな支障を来しました。最大の書き入れ時 

である年末においても、カニ・いくら・筋子・ホタテ・縞エビなどの季節商品の 

極端な相場高により苦戦を強いられました。新年度は、より質の高い情報収集と 

社内での共有を通じて、競争力ある商品の機動的な調達に取り組んでまいります。 

 

製造部門では、前年度に開発した「煮魚シリーズ」の小袋版をリリースし、 

食品スーパーの日配コーナーを中心に取扱店舗が着実に増加しました。また、 

昨夏以降、調理済み具入り袋麺「いか焼きそば」「えび塩焼きそば」「コーン 

カレー焼きそば」を相次いで発表。2025 年 3 月に幕張で開催されたスーパー 

マーケット・トレードショーで紹介したところ、大きな反響をいただきました。 

現在では、同シリーズは当社の新たなヒット商品へと成長しつつあります。 



 

外食部門は、全社の中で最も成長を遂げ、2 店舗ともに好調に推移しました。 

ただし、主力食材である米の異常な値上がりに加え、近年にないほどのイクラの 

高騰が重なったことで、利益の伸びは当初の想定を下回りました。ただ 2025 年 

1 月に実施した価格改定により、現在では一定の利益水準を確保できるように 

なってきております。一方、旭川の「釜炊きごはん銀くま」においては、依然と 

して人手不足の解消が進まず、週 1 日の定休日を設ける状況が続いております。 

 

２． 今後の見通しと対処すべき問題 

 

2025 年度も引き続き、気候変動の影響による農水産物の不安定な収量や、円安 

の進行に伴う輸入食材およびエネルギーコストの上昇といった外部環境の変動に 

注意を要する一年となりそうです。こうした状況は、家庭消費や外食需要に一定 

の抑制圧力をかける可能性がある一方で、食の安全・安心や価値への関心の 

高まりといった消費者ニーズの変化に対応する好機でもあります。 

 

当社においては、前期に引き続き以下の重点課題に取り組み、変化をチャンス 

と捉える柔軟で前向きな姿勢で乗り切っていきたいと考えています。 

 

卸売部門においては、引き続き競争力ある商品ラインナップの強化を目指し、 

未発掘の優良商材の仕入先や新規販売先の開拓に努めてまいります。市場の 

トレンドや消費者の嗜好を的確に捉えた提案力の強化にも注力します。また運賃 

や人件費、エネルギーコストの増加を吸収できるよう原価意識を高く持ち利益率 

の更なる改善を進めます。 

 

製造部門では、主力商品である「煮魚シリーズ」「調理済み焼きそば」に続く 

新たな柱となる高付加価値商品の開発に挑戦してまいります。従来の枠にとら 

われない自由な発想と技術力を融合させることで、「当社ならでは」の魅力ある 

製品づくりを進めていきます。 

 

外食部門では、人材の確保と定着が引き続き重要な課題であると認識して 

いますが、一方で現場の人力に頼らない作業の効率化も検討していきたいと 

考えています。 

 

 

 



３． 財産及び損益の状況の推移 

 

 

  
区 分 

第 70期 第 71期 第 72期 

(23年 3月期) (24年 3月期) (25年 3月期) 

 売上高 4,324百万円 4,409百万円 4,386百万円 

 経常利益 -22百万円 5百万円 5百万円 

 当期利益 -22百万円 4百万円 4百万円 

 １株当り当期利益 -191円 50銭 39円 68銭 39円 09銭 

 総資産 1,689百万円 1,757百万円 1,697百万円 

 純資産 284百万円 287百万円 289百万円 

 

 

 

Ⅱ．株式に関する事項 

  

１．発行済み株式の総数 １４０，０００株 

２．自己株式         ２０，０００株 

３．株主数          ７名 

 

 

 

Ⅲ．会社役員に関する事項（２０２５年５月２６日現在） 

 

 取締役並びに監査役 

 

氏    名 地  位 担 当 ま た は 職 務 

熊田 泰也 代表取締役社長 全般担当 

小野 満 常務取締役 営業全般・製造担当 

浜田 健 取締役 水産担当（道北・道東地区） 

池上 嘉浩 取締役 水産担当（道央地区） 

天野 和文 取締役 加工食品担当 

関口 智範 取締役 外食担当 

佐々木 貴康 監査役  

 














